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論文内容の要旨
従来、顎関節突起部骨折の治療法には、観血的療法と非観血的療法があり、一般的には後者が多く
用いられている。しかし非観血的療法の予後、特に骨折の程度と下顎運動、顎関節運動及び岨瞬機能
との関係について、客観的かっ体系的に検討した報告は極めて少ない。そこで著者は、非観血的療法
後の骨折部治癒状態と下顎運動、顎関節運動及び岨鴫機能との関係を、臨床的、レ線的かつ生理機能
的に分析、究明したO また官F症例に、非観血的療法後、若干の治療を試み、その効果を経時的に検
討した。
昭和38年度より同45年度までに本院口腔外科を受診し、非観血的療法を受けた当該骨折患者は69例
で、そのうち再検査に応じた者は40例である。それらを MacLennan の分類に準じ、 I群:転位のな
い骨折、 E群:偏位骨折、目群:転位骨折、町群:脱臼骨折に分類した。
種々の条件を可及的に一定にして各骨折群の予後を比較、検討するため、再検査に応じた40例を、
さらに片側↑生骨折例、受傷より治療開始までの期間が 2週間以内の新鮮例、受傷より再検査までの期
間が 6 ヶ月以上の者及び残存歯牙総数カ''24歯以上の成人一男子 (20例)に限定した。なわ対照は正常成人
男子( 5 例)を扱った。
非観血的療法後の骨折部治癒状態を検討するため、各骨折症例の初診時レ線像と再検査時レ線像を
比較した結果、 I 群では正常治癒、 E 、町、日群では、それぞれ軽度、中等度、強度の変形治癒を認
めた。
次に各骨折群の治癒状態と下顎運動及び顎関節運動との関係について検索したO まず最大関口度、
最大関口時の下顎の骨折側偏位及び側方移動度を臨床的に計測し、さらに開閉口運動、側方運動、前
方運動等の下顎運動と、開閉口時における両側顎関節運動をX 線映画法により追跡、記録した。
I 、 H 、皿群では、最大関口、側方運動、前方運動の制限は認められなかったが、いずれの群も開
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関口運動、側方運動、前方運動に不規則性を示した。百群では、最大関口時の下顎の骨折側偏位、非
骨折側方向への運動制限、前方運動制限が著明であった。
顎関節運動をX線映画法により検索した結果、 I群では両側ともほぼ正常な運動様相を示した。 II 、
皿群では、骨折側の顎関節頭が、非骨折側のそれより低位に位置しながら運動した。また骨折側の運
動量は減少するが、滑走様運動は認められた。町群の骨折側では、脱臼した位置よりほぼ水平に、わ
ずかに前方運動するに留まった。さらに H、面、町群の非骨折側顎関節頭が関節結節を越えて過剰に
前方運動することを認めた。
各骨折群の岨鴎機能の実態を調査するため、岨E爵筋筋電図、最大日交合圧及び岨日爵値を測定したが、
特に後 2 者が岨鴫機能の判定に有効であった。最大日交合圧の測定結果より、 I群では、両側臼歯部の
岐合圧がほぼ均等であったが、 E 、皿、町群では骨折側臼歯部の岐合圧が非骨折側臼歯部のそれより
大きくなる傾向を認めた。また岨噌値の測定結果より、 I群ではほぼ正常値を示し、皿、町群では正
常値よりかなり低下していた。 II群は、 I群と面、町群の中間値を示した。これらの結果より、岨鴫
機能は I 、 H 、皿、 N群の順に低下し、特に皿、百群で、著明に低下していた。
顎間固定を除去した後、種々の日交合異常を後遺し、岨日爵機能が著明に低下していた症例に補綴的、
矯正的後療法を行なった結果、比較的短期間で岨鴫機能の著しい改善を得た。
従って、特に園、百群に対しでは、早期の適切な非観血的療法を行なうのは勿論のこと、その後も
機能回復のための治療を追加することが不可欠で、あり、それによって岨鴫機能の改善が可能で、あるこ
とを確認した。
論文の審査結果の要旨
顎関節突起部骨折に対する治療法には、従来より観血的療法と非観血的療法があるが、一般的には
後者が多く用いられている。
本研究は、顎関節突起部骨折症例に非観血的療法を行ない、骨折部の形態的な治癒状態と下顎運動
など岨噌機能の回復状態との関係を臨床的、レ線的かつ生理学的に分析したものである。
本研究により、特に転位及び脱臼骨折症例にむいては、非観血的療法の後、種々の日交合異常を後遺
し、岨日爵機能が著しく低下していることが明らかとなった。
またこれらの症例には、補綴的、矯正的後療法が必要で、あり、それにより岨噌機能の改善が可能で
あることが明らかになった。
この結果は、顎関節突起部骨折の治療法を確立するための重要な知見をもたらしたもので、口腔外
科臨床における意義は極めて大きしミ。
よって本研究者は歯学博士の学位を得る資格があると認める。
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